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（２.４％）減少した。

　専門課程への入学者数は２６２,６００人で、前年度より６,００４

人減少した。このうち、本年３月に高等学校等を卒業した

者は１８２,４６４人であり、入学者数に占める割合は６９.５％。

　専門課程入学者のうち大学等の卒業者数は、１７,１９９人と

あり、内訳は大学卒業者１３,８０７人、短大卒業者２,９６４人、高

等専門学校卒業者４２８人。入学者全体に占める割合は６.５％

　文部科学省より平成２８年５月１日現在の学校基本調査速

報が公表された。今回の調査で専修学校は、学校数は前年

度に比べ７３校減少し３,１２８校、また在籍者数は前年度に比

べ７,７５８人減少し６４８,３４８人であった。

　また、今春の高等学校卒業者１,０４３,５５５人のうち、専門学

校への進学者は前年度より７,７２４人減少して１７０,１０３人とな

り、進学率は前年より０.４ポイント低下して１６.３％。なお、

今春の高卒者のうち大学（学部）への進学率は０.５ポイン

ト上昇して４９.３％（５１４,９８４人）、また就職者の割合は横ばい

で１７.８％（１８５,１０４人）となった。

　専修学校、各種学校についての主な速報値は次のとおり。

※平成２８年熊本地震の影響により、熊本県のデータにつ

いては未集計で速報には反映されておりません。

【専修学校】

◆学校数　全体では３,１２８校（国立９校、公立１８５校、私立

２,９３４校）で、前年度より７３校減少している。

　都道府県別の学校数は、東京都４０２校、大阪府２２４校、愛

知県１７８校、北海道と福岡県１７１校の順で多い。

　課程別では、専門課程を置く学校は５３校減少して２,７７０

校、高等課程を置く学校は１９校減少して４１２校、一般課程

を置く学校は２３校減少して１５２校（課程併設校あり）。

◆学生・生徒数　全体では６４８,３４８人（男子２８７,３０８人、女子

３６１,０４０人）となり、前年度比７,７５８人の減少。

　課程別では、専門課程は５,８０６人（１.０％）減少して

５８２,３７７人、高等課程は１,９０６人（４.９％）減少して３８,１８９人、

一般課程は４６人（０.２％）減少して２７,７８２人。

　分野別では、医療２０７,２３４人、文化・教養１４６,２６６人、工業

８３,１３１人、衛生７７,９７１人、商業実務７２,７７８人、教育・社会福

祉３７,３６５人、服飾・家政１８,６５４人、農業４,９４９人。

　全体の学科別で増加が目立つのは、土木・建築１,２２２人、

外国語９７３人、旅行９０７人など。減少傾向が見られたのは、

理学・作業療法３,０６０人、介護福祉１,９６５人、看護１,２５３人、

調理１,１４７人など。

◆入学者数　全体で３０５,３１２人となり、前年度比で７,５０９人

文科省・平成２８年度学校基本調査速報公表
専修学校学生生徒数は６４万８,３４８人
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である。

　また、高等課程への入学者数は１５,６０２人で前年度より

１,５２３人減少している。このうち、本年３月に中学校等を

卒業した者は８,６３８人であり、入学者に占める割合は５５.４％

である。

◆卒業者数　全体では２６８,３３３人となり、前年度より９,４６７

人減少している。

◆教員数　教員数は１５２,８５０人〔本務者４０,５８２人（高等課程

２,６７４人、専門課程３６,８６４人、一般課程１,０４４人）、兼務者

１１２,２６８人〕で、前年度より１,０４６人減少している。教員一

人当たりの学生・生徒数は前年度より若干低下し４.２人とな

っている。

【各種学校】

◆学校数　１,１９５校（公立６校、私立１,１８９校）で、前年度

より３４校減少している。

◆生徒数　１１９,９２２人（男子６３,８２０人、女子５６,１０２人）で、

前年度より２,１９５人（１.８％）増加している。

　分野別では、その他分野（予備校・自動車操縦等）は

８２,３３６人、文化・教養は１７,２７３人、商業実務は９,４４４人、医

療は７,１４０人、家政は３,１５７人、衛生は３１２人、教育・社会福

祉は１２３人、工業は７２人、農業は６５人。

　第３回以降、「これからの専修学校教育の振興のあり方検

討会議」（検討会議）は次のとおり開催された。

〔第３回（平成２８年６月２７日）〕

　論点「専修学校における社会人の学び直し振興策」に関

する委員の意見発表に続き、附帯事業の通信教育による学

び直しの実態、学び直しのニーズ・実態の把握方法、産学

連携によるプログラム開発のあり方等について意見交換を

行った後、「留学生施策の振興策」をテーマに、卒後の評価

の仕組み（資格枠組み）、人手不足の成長分野への在留資

格の拡大等について議論を行った。次に論点「職業実践専

門課程制度のあり方」、「職業実践専門課程を基軸とした質

の保証・向上の振興策」、「専修学校事務体制の充実支援策」

に関する事務局説明及び委員の意見発表に続き、認定を受

けない原因、広範な企業ニーズの調整の難しさ、卒業生調

査による効果検証の必要性、分野の実務卓越性に基づく第

三者評価、多様な産学連携教育の推進、実習割合と受入れ

企業の負担、国の資源を活用した教員研修や教員研修のネ

ットワーク作りの支援、１年制課程の認定の取扱い、学び

直しニーズとのギャップ、認知度向上等について議論を行

った。最後に論点「修学支援策」、「専修学校の教育基盤整

備支援策」、「障害者差別解消法等に基づく推進策」に関す

る事務局説明の後、寡少な経常費補助による教員確保の課

これからの専修学校教育
の振興のあり方検討会議
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な配慮を要する学生・生徒の多様な学びの促進や必要な支

援を推進するインクルーシブ教育システムの実現。

※審議経過報告、会議資料・議事録は次の文科省サイトで

ダウンロード可能。

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shougai/0

34/index.htm

題、高等課程の授業料減免への特別交付税措置の周知、専

門学校生への経済的支援の実証事業の全国的展開、特別支

援の経常費補助等について議論を行った。

〔第４回（平成２８年８月２２日）〕

　過去の会議の議論を整理した検討会議「審議経過報告

（案）」の事務局説明の後、委員から文言や制度の内容・実

態等に関する修正・加筆の意見が出され、具体的な訂正は

座長に一任された。最後に今後の検討課題に関する意見交

換を行い、専修学校振興策の骨太の方針としての打出し、

高校との連携によるキャリア教育・職業教育の充実方策、

地域特性に基づく学び直しと地元定着の促進方策、都道府

県の役割・積極性の課題、分野分類の見直し、小規模校の

組織体制や取組の支援方策、学び直しに対応した高度・短

期の課程の創設支援、他の教育機関との相互接続の推進方

策、全国的な助成措置の制度化など多方面にわたる指摘が

出された。なお、審議経過報告は８月末に取りまとめ、公

表された。具体的施策の概要は以下のとおり。

�人材養成について；【産学連携】機動的な教育活動展開の

ための持続可能な産学連携の体制づくりの支援／産学連携

による教育手法の確立に向けたガイドラインの作成【社会

人の学び直し】社会人の学び直し促進の具体的展開（学び

直し機会の創出支援、ポータルサイト等による情報への簡

単なアクセス）／社会人の学び直しのための企業等による

支援（企業への支援拡大、教育訓練給付金制度の一層の活

用）【留学生・グローバル化】総合的な留学生施策（質的・

量的充実に向けた方策の打出し、卒後の就労の教育的意義

の検討）／職業教育の国際通用性の確保（国際的に共通の

枠組みによる学修成果の位置づけの検討）。�質保証・向上

について；【職業実践専門課程】職業実践専門課程の今後の

在り方（卒業生を含む継続的な実態調査の実施、一層の充

実を目指した位置づけの検討）／職業実践専門課程を基軸

とした質保証・向上（学校評価・情報公開、第三者評価の

活用の検証）の更なる充実【教育体制の充実】教職員の資

質能力向上（指導力・事務機能向上等に係る研修体制の構

築支援）の推進【専修学校についての理解・認知度向上】

国や都道府県と連携した意義・役割（質の担保を伴う教育

実践）の積極的な情報発信／専修学校からの好事例の発信

のあり方／高校との協議に基づく専修学校への進学に関す

る自主的なルール作り（ＡＯ入試等のガイドライン作成）

の必要性／専修学校の理解促進のための高校等教員研修の

充実等。�学習環境について；【経済的支援】修学困難な専

門学校生に対する経済的支援のあり方（実証事業の検証に

基づく具体的方策）検討【教育基盤整備】熊本地震で被災

した施設設備の復旧を含む専修学校の教育基盤整備支援

【多様な学び・教育の実現】学生・生徒の目線に立った課

題の解決による個に応じた多様な学びの機会の保障／特別

　８月３０日、文部科学省は平成２９年度予算概算要求を取り

まとめた。専修学校関係概算要求の中で、主な事項は次の

とおり。

［１.　専修学校教育の人材養成機能の向上］

○成長分野等における中核的専門人材養成等の戦略的推

進：要求額１,４３０百万円（２８年度当初予算額１,５３３百万円）

○専修学校版デュアル教育推進事業：要求額３０２百万円（２８

年度当初予算額１４８百万円）

○専修学校を活用した地域産業人材育成事業【新規】：２７２

百万円

○専修学校グローバル化対応推進支援事業【新規】：３６６百

万円

○国費外国人留学生制度：要求額７６０百万円

［２.　専修学校教育の質保証・向上］

○職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の

推進等：要求額２８３百万円（２８年度当初予算額１８３百万円）

［３.　学びのセーフティネットの保障］

○専門学校生への効果的な経済的支援の在り方に関する実

証研究事業：要求額３０５百万円（２８年度当初予算額３０５百万

円）

○私立学校施設整備費補助金：要求額９９０百万円（２８年度当

初予算３００百万円）

平成２９年度文科省専修学校関係概算要求

　新任ブロック長のお知らせ（敬称略）。

〇東北ブロック

　木浪　賢治（青森県・ヘアーアートカレッジ木浪学園）

〇北関東信越ブロック

　八文字　典昭（茨城県・水戸経理専門学校）

〇中部ブロック

　浦山　哲郎（富山県・富山情報ビジネス専門学校）

○中国ブロック

　関谷　　豊（山口県・下関福祉専門学校）

〇四国ブロック

　氏原　憲二（高知県・高知開成専門学校）

〇九州ブロック

　岩本　　仁（福岡県・福岡外語専門学校）

新任ブロック長就任のお知らせ
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情報検定　Ｊ検　受験状況・結果
　平成２８年６月１９日に文部科学省後援・情報検定（Ｊ検）

情報活用試験（前期）が下記のとおり実施された。

●ペーパー方式

　出願団体数　 ３４団体

　会場数　 ３４会場

　３級　出願者数　 １,０２７名

　　　　受験者数　 ９８５名

　　　　合格者数　　 ８５６名

　　　　合格率　　 ８６.９％

　２級　出願者数　 ６４８名

　　　　受験者数　　 ５９０名

　　　　合格者数　　 ４７３名

　　　　合格率　　 ８０.２％

　１級　出願者数　　 ５８９名

　　　　受験者数　　 ５１２名

　　　　合格者数　　 １８４名

　　　　合格率　 ３５.９％

●ＣＢＴ方式（平成２８年４月１日～平成２８年９月１５日）

　出願団体数　 ８０団体

　出願者数　　 ２,７５２名

　情報活用試験　

ＴＣＥ財団だより

平成２８年度ブロック会議開催状況
　今年も、以下のブロック会議が開催されました。詳細は、

広報全専各連プラスＷＥＢに掲載します。

○中国ブロック会議（７月１５日（金）広島県：ＡＮＡクラ

ウンプラザホテル広島　参加者約１６０名）

○近畿ブロック会議（７月２７日（水）和歌山県：ホテルア

バローム紀の国　参加者約１４０名）

○九州ブロック会議（７月２８日（木）～２９日（金）熊本

県：ＡＮＡクラウンプラザホテル熊本ニュースカイ　参

加者約１５０名）

○北関東信越ブロック会議（８月２３日（火）～２４日（水）

群馬県：伊香保温泉福一　参加者約１６０名）

○中部ブロック会議（８月２９日（月）～３０日（火）福井

県：ザ・グランユアーズフクイ　参加者約１１０名）

○北海道ブロック会議（８月３０日（火）～３１日（水）北海

道：札幌市：札幌ガーデンパレス　参加者約２００名）

○四国ブロック会議（９月９日（金）～１０日（土）高知

県：三翠園　参加者約９０名）

○東北ブロック会議（９月２３日（金）岩手県：ホテルメト

ロポリタン盛岡本館　参加者約１３０名）

協会代表者交代等のお知らせ
＜都道府県協会等代表者交代＞

一般社団法人沖縄県専修学校各種学校協会　呉屋　良昭　

氏

一般社団法人長野県専修学校各種学校連合会　小林　勝彦

　氏

＜住所等変更＞

奈良県専修学校各種学校連合会（変更後）奈良市富雄元町

１－１３－４１　大原和服専門学園内

一般社団法人島根県専修・各種学校連盟（変更後）松江市

東朝日町１１２

全専各連副会長・委員長人事
　９月１２日の役員改選後第１回全専各連常任理事会におい

て、副会長が次の通り承認された。また、特別・常置委員

会の委員長も報告された（敬称略）。

◎副会長

　吉田　松雄（吉田学園情報ビジネス専門学校）、中島　

利郎（中央情報経理専門学校）、岡本　比呂志（早稲田

文理専門学校）、福田　益和（大阪工業技術専門学校）、

岩本　　仁（福岡外語専門学校）

◎特別委員会

　○新学校制度創設推進本部　本部長：小林　光俊（日本

福祉教育専門学校）、担当副会長：岡本　比呂志（早稲田

文理専門学校）

◎常置委員会

　○総務委員会　担当副会長：中島　利郎（中央情報経理

専門学校）、委員長：関口　正雄（東京メディカル・ス

ポーツ専門学校）○組織委員会　担当副会長：吉田　松

雄（吉田学園情報ビジネス専門学校）、委員長：浦山　哲

郎（富山情報ビジネス専門学校）○財務委員会　担当副

会長：岩本　仁（福岡外語専門学校）、委員長：八文字　

典昭（水戸経理専門学校）

専修学校等振興議連役員の文科大臣等の就任について
　文部科学大臣、副大臣、大臣政務官に、自由民主党・専

修学校等振興議員連盟役員が就任しました（※は留任）。

（　）内は議連での役職。

○文部科学大臣　　松野　博一先生（副幹事長）

○文部科学副大臣　義家　弘介先生（※）（幹事）

○文部科学大臣政務官　田野瀬　太道先生
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　平成２８年７月３日（日）に文部科学省後援平成２８年

度前期ビジネス能力検定（Ｂ検）ジョブパスが実施さ

れた。

　出願団体数　　 １５６団体

　会場数　　 １３８会場

　出願総数　 １１,１２９名

　■３級　　

　　出願者数　　 ８,９０７名

　　受験者数　　 ８,２９８名

　　合格者数　　 ７,１７４名 合格率８６.５％

　■２級

　　出願者数　　 ２,２２２名

　　受験者数　　 ２,０６１名

　　合格者数　　 １,６１１名 合格率７８.２％

　　（通年実施のＣＢＴ方式は含みません）

ビジネス能力検定（Ｂ検）ジョブパス　受験状況・結果

　　３級　出願者数　　 １,３０８名

　　　　　受験者数　　 １,３０８名

　　　　　合格者数　　 １,０２８名

　　　　　合格率　　 ７８.６％

　　２級　出願者数　 １,１１３名

　　　　　受験者数　 １,１１３名

　　　　　合格者数　　 ４９１名

　　　　　合格率　 ４４.１％

　　１級　出願者数　　 ３３１名

　　　　　受験者数　 ３３１名

　　　　　合格者数　 １８２名

　　　　　合格率　 ５５.０％

ＴＣＥ財団　第１２２回理事会
　ＴＣＥ財団の第１２２回理事会（６月の理事改選後、第１回

目）が、新たな代表理事等を選定するために、７月１１日に

東京・ルポール麹町で開催された。出席者は理事１３名、監

事３名。

　福田益和前理事長が開会あいさつを述べた後、議長に就

任。定款に基づき、議事録署名人は議長及び監事であるこ

とを確認後審議に入った。

【第１号議案　代表理事等の選定】

　配布資料に基づき、事務局が定款に基づく代表理事等の

選定手続きについて説明。

　理事の互選により、以下のとおり決定した（敬称略。

（　）内は各担当）。

　○理事長：福田益和

　○副理事長：中島利郎（評価・認証事業運営委員長）、 

中村徹（教科「職業とキャリア」普及推進

平成２９年版全国専修学校総覧刊行のお知らせ
　本財団では、専修学校制度発足以来、文部科学省、各都

道府県学事所管部課をはじめ、関係所轄庁のご協力を得て、

全国国公私立の専修学校すべてを網羅した「全国専修学校

総覧」を刊行し、高等学校における進路指導資料、また官

公庁や公的機関における準拠資料、各企業の調査資料とし

て幅広く活用されております。

　本年度も関係諸官庁、各専修学校等のご協力を得て、９

月に平成２９年版を刊行し、高等学校進路指導部等の関係部

署に送付いたしました。

　刊行に当たりまして、ご協力をいただきました皆様に、

厚く御礼を申し上げます。

平成２８・２９年度予定日程
＜役員会・総会等＞

●都道府県協会等代表者会議

　平成２８年１１／２５（金）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

●全専各連第１２４回理事会・全専協理事会合同会議

　平成２９年２／２３（木）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

●全専各連第６６回定例総会・第１２５回理事会

　平成２９年６／２１（水）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

●全国学校法人立専門学校協会定例総会・理事会

　平成２９年６／２２（木）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

＜平成２８年度ブロック会議＞

●南関東ブロック会議

　平成２８年１０／２８（金）

　神奈川県・崎陽軒

＜ＴＣＥ財団役員会＞

●第１２３回理事会

　平成２８年１０／１８（火）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

●第１２４回理事会・第８４回評議員会

　平成２９年３／１７（金）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

＜研修会＞

プロジェクト会議座長）

　○常務理事：岡部隆男（財務担当）、岡本比呂志、千葉茂、

川越宏樹

　○研究研修事業中央委員長：平田眞一（評議員）

　○中央試験委員長：氏原憲二（理事）

　○保険事業運営委員長：島袋永伸（理事）
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●管理者研修会

　日時・会場未定

　※１１月頃開催予定

●未来ノート研修会

　◇平成２８年１２／９（金）

　宮城県・専門学校デジタルアーツ仙台

　◇平成２８年１２／１０（土）

　福島県・ケイセンビジネス公務員カレッジ

＜検定試験＞

●文部科学省後援・情報検定（Ｊ検）

　◇平成２８年度後期試験

　【情報活用試験】平成２８年１２／１８（日）

　【情報システム】平成２９年２／１２（日）

　◇ＣＢＴ試験

　【情報活用・情報システム・情報デザイン】

　実施期間：随時

　※情報デザインは、ＣＢＴ方式のみで実施。

●文部科学省後援・ビジネス能力検定（Ｂ検）ジョブパス

　◇平成２８年度後期試験

　【２級・３級】平成２８年１２／４（日）

　◇ＣＢＴ試験

　【１級】平成２９年２／４（土）～１２（日）

　【２級・３級】実施期間：随時

＜その他＞

●第７１回全国私立学校審議会連合会総会

　平成２８年１０／２０（木）・２１（金）

　群馬県・高崎ビューホテル

　一般財団法人職業教育・キャリア教育財団（ＴＣＥ財団）

による、中堅教員研修会「体系的カリキュラム・シラバス

作成（インストラクショナル・デザイン）」（７月２１日～２２

日、東京都・主婦会館プラザエフ、受講者２５名）、「新任指

導力（組織コーチング、メンタリング）」（①８月１１日～１２

日、東京都・ＬＭＪ東京研修センター、受講者３４名）（②

８月１８日～１９日、大阪府・ＣＩＶＩ研修センター新大阪東、

受講者２４名）、「学級経営・学生対応（学級経営の効果的手

法と学生の個別カウンセリング）」（８月２５日～２６日、東京

都・ＬＭＪ東京研修センター、受講者２９名）、「専修学校教

員のキャリアデザインワークショップ（これからの専修学

校を担う自立型教員育成研修）」（①８月２９日～３１日、大阪

府・ＣＩＶＩ研修センター新大阪東、受講者９名）（②９月

１５日～１７日、東京都・ＬＭＪ東京研修センター、受講者１７

名）、「リスクマネジメント（クレーム対応）」（９月２日、東京

都・ＬＭＪ東京研修センター、受講者２８名）が開催された。

　いずれの研修会も専修学校中堅教員の育成に意義深い内

容となり、盛会のうちに全日程を終了。

　詳細は全専各連ホームページ〔広報全専各連〕→プラス

ＷＥＢよりご覧いただけます。

http://www.zensenkaku.gr.jp/koho/koho_info.html

■平成２８年度専修学校関係委託事業採択一覧

■平成２９年度専修学校関係概算要求

■ブロック会議概要報告（中国、近畿、九州、北関東信越、

中部、北海道、四国、東北）

■分野別専門部会総会　○公益社団法人全国経理教育協会

定例総会　○公益社団法人全国珠算学校連盟定例総会　

○全国語学ビジネス観光教育協会定例総会　○全国予備

学校協議会定例総会　○特定非営利法人全国美術デザイ

ン専門学校教育振興会

■イベント・研修会　○日本留学フェア（台湾）

　＜ＴＣＥ財団＞　○キャリアサポーター養成講座　○

「未来ノート」によるキャリア教育の考え方と進め方の

研修会　○スクールプライバシーマーク制度内部監査員

養成研修会　○アクティブラーニングファシリテーター

養成研修会

　＜部会主催＞　○第２６回全国高等専修学校体育大会

　平成２８年熊本地震、東日本大震災などにより被害を受けた皆さまに、心よりお見舞い申し上げます。

　日本政策金融公庫（国民生活事業）は、「国の教育ローン」につきまして、震災により被害を受けた皆さまに対して、

貸付利率の引下げなどの「災害特例措置」を実施しています

　お問い合わせは、教育ローンコールセンター　０５７０－００８６５６（又は０３－５３２１－８６５６）

日本政策金融公庫（国の教育ローン）「災害特例措置」のご案内

　募集要項等に、３月３１日までに入学辞退の意思表示をし

た者に授業料等を返還することを明記してあるか、不適切

な記載がないかも併せ、改めてご確認ください。ご心配な

点は都道府県所管課とご相談ください。本件に関わる通知

等は全専各連ＨＰにてご覧いただけます。

会員校の皆様へ

中堅教員研修会　東京・大阪で開催

広報全専各連プラスＷＥＢ　掲載記事一覧



広報全専各連第１７１号 平成２８年９月３０日 ７

CBT方式のみ�
　　詳細はＪ検HPを参照下さい。�

◇「併願受験」をサポートするプランも実施中です。�
　不合格、または欠席となった科目は1年間合格するまで何度でも受験できます。�
　（団体のみ対象。登録資格はwebにてご確認ください。）�

◇各試験で随時受付中です。�
＊ 個人受験をご希望の方はCBT方式をご利用ください。�

ペーパー方式（団体出願のみ実施）�
平成２８年度後期�

ペーパー方式（団体出願のみ実施）�
平成２８年度後期�

平成２８年１２月１８日（日）�

１級　――　４,５００円�

手書願書――９月１日～１１月 ７ 日（願書必着日）�
電子願書――９月１日～１１月１６日（　　〃　　）�
�
２級　――　４,０００円�
３級　――　３,０００円�

実施級／受験料�

出　願　期　間�

試　　験　　日　平成２９年２月１２日（日）�
出　願　期　間　手書願書――１１月１日～１２月１９日（願書必着日）�
　　　　　　　　電子願書――１１月１日～平成２９年１月１０日（　〃　）�
実施級／受験料　基本スキル ――――――― 　３,５００円�
　　　　　　　　システムデザインスキル ――   　３,０００円�
　　　　　　　　プログラミングスキル ―――    　３,０００円�

実施級／受験料　初級 ―― 　４,０００円�
　　　　　　　　上級 ――    　４,５００円�

情報検定全科目でCBT方式がご利用いただけます！�

文部科学省後援

ビジネス能力検定ジョブパス
（http://bken.sgec.or.jp/）

２０１５年１０月から従来のペーパー方式（全国一斉）に加えて
新たに２級、３級にもＣＢＴ方式を導入しました。（１級はＣＢＴ方式のみ）
（検定試験の最新情報は、Ｂ検ホームページにてご確認ください）

２級・３級（２０１６年度後期）〔ペーパー方式〕
■後期試験／平成２８年１２月４日（日）
■出願期間／９月１日（木）～１０月２１日（金）
■実施級・受験料／２級（４,２００円）
　　　　　　　　　３級（３,０００円）

【想定受験者と評価内容】
２級●就職活動のスタートを間近に捉えた大学生、専門
学校生等から社会人１、２年目程度。●３級の知識を前
提とし、企業の役割や責任と権限などを理解するととも
に、効率的な業務の進め方、問題解決のための基本的な
コミュニケーション、情報活用の技法を評価する。
３級●就職活動を視野に捉えた、高校３年生、大学・専
門学校等●入学者自らの職業観や勤労観といった概念の
形成を前提にビジネス常識および、基礎的なコミュニケ
ーション、情報の利活用など、将来、職業人として適応
するために身につけておくべき知識を評価する。

１級（２０１６年度後期）
■後期試験／平成２９年２月４日（土）～
 ２月１２日（日）
（上記期間内から選択可。ただし会場設営状況
による。詳細はホームページをご覧ください）
■出願期間／団体受験：１２月５日（月）～
 試験日の２週間前まで
　　　　　／個人受験：１２月５日（月）～
 試験日の３週間前まで
■実施級・受験料／１級（８,５００円）
（２級合格者が所定の期間に受験する場合５,５００円※但し、１回のみ）

【想定受験者と評価内容】
●就職活動を展開中の大学生・専門学校生等から入社１
年目から３年目程度の社会人。●２級の知識、技法を前
提とし、問題解決を円滑に推進するために必要となる論
理的な思考、情報発信と表現技法、および基礎的なマネ
ジメント技法を実践的に評価する。
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�．文部科学省認可　学生・生徒２４時間共済
　平成２７年１１月に文部科学省認可を取得した、キャリア教育共済協同組合が設立され、その事業として「学生・生徒２４時
間共済」がスタートしました。
　２４時間で学生・生徒様をトータルサポートする「教育業界独自」の共済制度です。
　○天災補償・国内外補償かつ２４時間補償と充実した補償内容
　○もしものために、保証人の死亡はケガのみならず全疾病も補償
　○学生・生徒（留学生含む）の名簿提出は不要、契約時は暫定人数で契約可能
　○共済事業から発生する収益の一部を、剰余金として還元
　　　（共済認可番号：２７受文科総第１７１４号）

【お問合せ先】　　文部科学省認可　（組合認可番号：２７受文科総第１７１３号／共済認可番号：２７受文科総第１７１４号）

キャリア教育共済協同組合　� 　０１２０－０１４－８８８
　　　　　　　　　　　　本部事務局　〒１０２－００７３　東京都千代田区九段北４丁目２－２５
　　　　　　　　　　　　全国専修学校各種学校総連合会／一般財団法人職業教育・キャリア教育財団事務所内
　　　　　　　　　　　　大阪事務局　〒５４２－００１２　大阪府大阪市中央区谷町９丁目１－２２

�．火災保険〈リスク評価割引〉　
学校関連施設毎の割引の提供が可能。学校関連施設及び機械設備について物件評価をし、保険金額の見直しにより適切な
火災保険に無駄なく加入される為の支援をいたします。またこれらリスクマネージメントサービスを活用していただくた
め、会員校向け火災保険コールセンターを設置しサービスのご提供をいたします。

�．非常勤教職員新補償制度　
　年々増加傾向にある非常勤教職員の補償を充実させるため、労災の適用対象とならない非常勤プランをご提案いたしま
す。実際の就業時間等のデータに基づいたプラン設計となっております。労災保険の上乗せとして常勤教職員の加入もい
ただけます。　
　当補償制度では、常勤・非常勤教職員の総勤務時間平均により保険料を計算するため、無駄の無い保険料設定となります。
地震・津波・噴火等の天災に起因した事故も自動的に補償します。傷害のみならず、熱中症・細菌性食中毒・特定疾病も
補償対象です。政府労災適用の有無に関係なくこの補償制度をご利用いただけます。




